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公費助成を増やす国、減らす国



１９７５年、公費助成の国会請願へ

なつかしい思い出

 １９７５年、立命館大学産業社会学部に入
学、日本で一番学費が安い私学だったから

 １年生クラスの自治委員、６月には国鉄「京
都」駅前から東京へ向かう長距離バス「ドリ
ーム号」で国会請願へ

まったく「ドリーム」ではない車中だったが、
ともかく京都選出の国会議員に請願
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お話しの柱

 １）そもそも公費助成とは、その歴史

 ２）教育に税金をつかわないこの国の政府

 ３）世界には幼稚園から大学院まで、教育
無償の国もある

 ４）署名を集めながら、税金を市民のくらし
に使う政治への世論を

3



そもそも公費助成とは

民間の事業や個人に対する財政支援
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私大への公費助成の歴史

 １９７０年、初めて私立大学等経常費補助が
創設される

 １９７５年、私立学校振興助成法、附帯決議で
経常費５０％補助を「できるだけすみやかに」

 １９８０年、私立大学への経常費補助２９・５％
でピーク

 ２００７年、補助を毎年削減する方針

 ２０１５年、補助９・９％まで低下
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私立学校振興助成法より①

第一条 この法律は、学校教育における私立
学校の果たす重要な役割にかんがみ、国及び
地方公共団体が行う私立学校に対する助成
の措置について規定することにより、私立学校
の教育条件の維持及び向上並びに私立学校
に在学する幼児、児童、生徒又は学生に係る
修学上の経済的負担の軽減を図るとともに私
立学校の経営の健全性を高め、もつて私立学
校の健全な発達に資することを目的とする。
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［補足］教育基本法（１９４７年）より

 （教育の目的） 第一条 教育は、人格の完成
を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形
成者として必要な資質を備えた心身ともに健
康な国民の育成を期して行われなければなら
ない。

 （私立学校） 第八条 私立学校の有する公
の性質及び学校教育において果たす重要な
役割にかんがみ、国及び地方公共団体は、
その自主性を尊重しつつ、助成その他の適当
な方法によって私立学校教育の振興に努め
なければならない。
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私立学校振興助成法より②

第四条 国は、大学又は高等専門学校を設
置する学校法人に対し、当該学校における教
育又は研究に係る経常的経費について、そ
の二分の一以内を補助することができる。

 ２ 前項の規定により補助することができる経
常的経費の範囲、算定方法その他必要な事
項は、政令で定める。
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そもそも憲法は教育権を規定

 〔教育を受ける権利と受けさせる義務〕

第二十六条 すべて国民は、法律の定めると
ころにより、その能力に応じて、ひとしく教育を
受ける権利を有する。

 ２ すべて国民は、法律の定めるところにより
、その保護する子女に普通教育を受けさせる
義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする。

→権利を保障する義務が国にはある
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私大の大きな役割と助成金の格差

 ２０２１年度、私立大学は学校数で７７％以上
、学生数で７４％

教育基本法はじめ法令上は、国立も私立も
同等の高等教育機関、文科省の管轄下で公
教育を担っている

私大学生への１人当たりの助成は国立大学
生の１／１３

→奨学金制度の不十分さともあわせて、これ
は憲法の精神に反している
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そもそもこの国の政府には、教
育に税金を使う姿勢がない
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経済力に比べた教育予算の割合
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高等教育予算もひどく少ない
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軍事費にはバリバリ金をかけるけど
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「赤旗」３／４

この国会でも「軍拡財源法」
「軍需産業支援法」など



他方、世界には幼稚園から大学
院まで教育無償の国もある
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今の日本は「衰退途上国」

幸福度 2012年44位、13年43位、14年なし、
15年46位、16年53位、17年51位、18年54位
、19年58位、20年第62位、21年第56位、22
年54位、23年第47位⇔デンマーク第２位

ジェンダーギャップ 2023年第125位（過去最
低）⇔デンマーク第２３位

 １人あたり名目GDP 2020年第23位、21年
第28位、２２年第30位〔2000年第2位〕⇔デン
マーク第９位
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学費不要、全学生に月１０万給付
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そもそも、国の形の全体が
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生涯教育・訓練の機会も

21雇用が奪われる日本型リスキリングでなく



最賃２１００円、週３７時間
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有給６週、男性育休７０％
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女性の経済参加と高いＧＤＰ

24井上伸氏 https://twitter.com/inoueshin0/status/1531598012208017408/photo/1



「公務員は無駄」なんて言わない

 井上伸氏https://twitter.com/inoueshin0/status/1225002052931031042 25



「国民負担」か「私的負担」か
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 「国民負担率」は2015年65.8％で日本の
1.5倍、日本は「私的負担」が高い

公的負担に見合う「公的支援」と比較して



どうしてこんなに違いが

27



労働者・市民の発達には時間と機会が

 １８４９年・憲法で主権在民への転換開始（デ
ンマーク）

 １９４７年・憲法で主権在民が歴史上初めて（
日本）、主権者らしく育つ期間に１世紀の差
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政治をかえる努力、市民の構想力
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署名を集めながら、税金を市民
のくらしに使う政治への世論を
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なぜ７５年、８０年が転機だったか

 １９５５年自民・社会「５５年体制」、６７年自
民党得票率初の過半数割れ

 １９６７年社会党の長期低落傾向、６９年１４
０議席から９０議席、他方で共産党の前進、
６７年５議席、６９年１４議席、７２年３８議席

革新自治体の形成、社会党・共産党・各種
団体で「明るい会」、京都・東京・大阪・沖縄・
・７５年には２００ケ所以上、全人口の４３％

 １９８０年「社公合意」で社共共闘が崩れる
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ぼくの学生時代には－蜷川民主府政

 １９５０年～７８年、以下『蜷川虎三回想録・洛
陽に吼ゆ』（朝日新聞社、１９７９年）

 「地方自治の本旨とは何か。それ結局、住民
の暮らしを守ることだ。そんな結論に達しまし
てね、２８年間、ずうっと、それをスローガンに
してきたわけです」（３９～４０ページ）。

 「住民は、わざわざ自分たちの暮らしのため
に自治体をつくり、税金出してんですから、そ
れとぜんぜん関係ない資本家のために熱を
あげるこたぁないだろう」（１９０ページ）。

32



署名を集めながら、広く世論を

公費助成拡充への署名をたくさん、教職員、
学生、保護者にも訴えながら

あわせて「税金を市民にために使わないの
はおかしくないか」の世論を広める

立命館の中だけでなく、京都の私大組合全
体で励ましあって

 ２０２４年２月は京都の市長選、秋にあるかも
知れない総選挙、「税金を市民のために使う
政治」づくりの努力も
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